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決算取締役会開催日　　平成１２年５月２６日

1.  12 年 3 月期の連結業績（平成11 年 4 月 1 日～平成12 年 3 月 31 日）

 (1) 連結経営成績　　　　　　　　　（注）本決算短信（連結）（添付資料を含む）中の百万円単位の表示金額は、百万円未満を切捨てています。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　    　百万円　　 　　％

　　371,800　     　 21.6

    305,764        △17.8

　　　　 　百万円　　　％

        18,434　　　 　－

△ 8,741　　　 　－

　　  　　百万円　    　　％

　　　 11,318　　　   　　－

   　△16,496　　　   　　－

当期純利益
1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総　資　本

経常利益率

売　上　高

経常利益率

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　　 百万円  ％

　　7,770　  －

 △18,232　  －

　　円　銭

  21　01

△49　29

　　円　銭

　　　―

　　　―

　　 　　％

 　　 4.7

   △11.0

　 　　　％

　 　2.3

 　△3.4

　　　　％

　　3.0

　△5.4

（注）①　持分法投資損益　　　    12 年 3 月期　173百万円　　　　　11 年 3 月期　96百万円
　　　②　有価証券の評価損益　    15,242 百万円　　デリバティブ取引の評価損益　1,887 百万円
　　　③　会計処理の方法の変更　　有
　　　④　売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態

総　　資　　産 株　主　資　本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　　　　　百万円

　　　502,174

　　　474,964

　　　　　百万円

　　　166,494

　　　160,990

　　　　　　　％

　　 　　33.2

　　 　　33.9

　　　　円　　銭

450 08

435　20

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る         

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る         

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の

期 末 残 高         

12 年 3 月期

　　　　　百万円

　　　37,483

　　　　　百万円

　　 △4,426

　　　　　百万円

　　△22,808

　　　　　百万円

　　　32,573

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　　連結子会社数　３３社　　　持分法適用非連結子会社数　３社　　持分法適用関連会社数　１社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　　連結　（新規）4 社　　（除外）４社　　　　持分法　（新規）１社　　（除外）０社

2.  13 年 3 月期の連結業績予想（平成12 年 4 月 1 日～平成13 年 3 月 31 日）

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

　中間期

　通　期

　　　　　　　百万円

     210,000

     510,000

　　　　　  　百万円

  8,000

 31,000

　　　 　　　　　百万円

            5,000

           18,000

（参考）１株当たり予想当期純利益　（通期）48 円 66 銭
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　　　　　　　１.  企業集団の状況                 

　１. 企業集団等の概況

　　　当企業集団は、㈱ニコン及び子会社５６社並びに関連会社１０社で構成され、主として消費者用精密機器

　　（カメラ、眼鏡製品）と産業用精密機器（半導体関連機器、顕微鏡、測量機、測定機等）の製造販売を行って

　　おります。

　　　それぞれの会社の位置付けは以下の通りであります。

　　（消費者用精密機器）

　　　　　㈱ニコン及び連結子会社５社（日本４社、アジア１社）並びに非連結子会社３社、関連会社４社が、消

　　　　費者用精密機器の生産を担当しております。また、販売については㈱ニコン及び連結子会社１３社（日本

　　　　３社、北米２社、欧州６社、アジア２社）並びに非連結子会社４社、関連会社２社が担当しております。

　　（産業用精密機器）

　　　　　㈱ニコン及び連結子会社６社（日本６社）並びに非連結子会社４社、関連会社３社が、産業用精密機器

　　　　の生産を担当しております。また、販売については㈱ニコン及び連結子会社１６社（日本３社、北米４社、

　　　　欧州８社、アジア１社）並びに非連結子会社１社が担当しております。

　　　　　上記の他、連結子会社５社（日本２社、北米１社、アジア２社）が、主に産業用精密機器のサービス・

　　　　その他を担当しております。

　　　　　以上述べた企業集団の事業の状況についての概要図は次のとおりであります。

　　　生産会社（消費者用精密機器）　　　　　　　　　生産会社　　　　　　　　　　生産会社（産業用精密機器）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子会社
　　　　　　　　子会社　　　　　　　　　　　　　　※　㈱栃木ニコン　　　　　　　　　　　　子会社
　　　　　※　Nikon(Thailand)Co.,Ltd. 　　　　　　※　㈱水戸ニコン　　　　　　　　　※　㈱蔵王ニコン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　㈱仙台ニコン　　　　　　　　　※　㈱黒羽ニコン　他１社
　　　　　　　　　関連会社　２社　　　　　　　　　※　㈱相模オプト　他３社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関連会社　２社　　　　　　　　　　関連会社　１社

　　　　　　　消　　費　　者　　用　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　産 業 用           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔 ㈱ ニ コ ン 〕            
　　　　　　　精　　密　　機　　器　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　精　　密　　機　　器

　　販売会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　販売会社
　（消費者用精密機器）　　　　　　　　販売会社　　　　　　　　　　　　　　（産業用精密機器）

　　　　子会社　　　　　　　　　　　　　　　　子会社　　　　　　　　　　　　　　　子会社
　　　※　ニコンカメラ販売㈱　　　　　　※　Nikon Inc.　　　　　　　　　　　※　㈱ニコンインステック
　　　※　㈱ニコンオプティカル　　　　　※　Nikon Europe B.V. 　　　　　　　※　㈱ニコンジオテックス
　　　※　㈱ニコンアイウェア　    　　　※　Nikon AG  　　　　　　　　　　　※　㈱コーガク
　　　※　Nikon Hong Kong Ltd.　　　　　※　Nikon GmbH　　　　　　　　　　　※　Nikon Precision Inc.
　　　　　　　　　　　　他４社　　　　　※　Nikon France S.A. 　　　　　　　※　Nikon Precision Europe GmbH
　　　関連会社　　　　　　　　　　　　　※　Nikon U.K. Ltd.   　　　　　　　※　Nikon Microscope Sales Inc.
　　　※※㈱ニコン・エシロール　　　　　※　Nikon Canada Inc.   　　　　　　※　Nikon Instruments S.p.A.
　　　　　　　　　　　他１社　　　　　　※　Nikon Singapore Pte Ltd 　　　　　　　　　　　　　　他１社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　Nikon Svenska AB

　　　米国持株会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス・その他
　　　　　子会社
　　　※　Nikon Americas Inc. 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　㈱ニコンテック
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　Nikon Precision Korea Ltd.
　　　　※　印は連結子会社を、　　　　　　　　　　　　　　　　　※　Nikon Precision Taiwan Ltd.
　　　　※※印は持分法適用会社を示す。　　　　　　　　　　　　　※　Nikon Ventures Corporation
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　㈱ニコンシステム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※※㈱ニコン・セールスプロモーション
　　　      凡例                          　　　　　　　　　　　※※㈱ニコンライフ
        　　　　　　製品・外注加工の流れ  　　　　　　　　　　　※※㈱ニコンロジスティクス　他１１社
        　　　　　　製造用部品の流れ　　  　　　　　　　　　　　　　　関連会社　　３社
        　　　　　　製品の流れ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　　２. 　経　営 　方 　針

経 営 の 基 本 方 針         

　　　２１世紀の最初の１０年間程度を視野に入れ、当グループが今後めざす姿や活動方向を

　　明確にするために、事業活動における最上位指針である「ビジョン　Ｎikon２１」を策定

　　し、その中で当グループの企業理念と企業目標の見直しを実施いたしました。

　　（ 企 業 理 念 ）       

　　　　「信頼」　世界中の人々に信頼され、共感をもって愛される

　　　　　　　　　宇宙、地球、世界、地域と共存し、ともに繁栄していく

　　　　「創造」　常に誇りと信念、そして起業家の精神をもって、新たな価値を創造し続ける

　　　　　　　　　世界中の人々に新たな感動、効用、満足を提供し続ける

中長期の経営戦略          

　　　企業理念を具体化するために企業目標を定めて、その実現に努めてまいります。

　　（ 企 業 目 標 ）       

　　　・　優れた技術力を背景に、商品を通じて最高の品質、最新のサービスを世界に提供し、

　　　　　そのことにより世界の人々の暮らしと文化に貢献する

　　　・　選択と集中により、経営資源を強みが発揮できる成長分野に配分し、各事業で№１

　　　　　をめざす

　　　・　世界各地に広がるグループ各社が連携しながら、それぞれに成長、進化、繁栄する

　　　　　強固な経営体質を実現する

　　　・　経営環境の変化に俊敏に対応するアジル経営（俊敏な経営）をめざす

　　　・　お客様、株主、社員、事業パートナー、社会の信頼を得られる誠実で透明性の高い

　　　　　経営をめざす

　　　　利 益 配 分 に 関 す る 基 本 方 針                

　　　株主への安定的な配当の継続と共に、長期的な視点における経営基盤の強化及び研究開

　　発や設備などへの事業投資も勘案して、利益配分を実施してまいります。

　　　　会社の経営管理組織の整備等                

　　　カンパニー制の導入に併せて、経営会議体の見直しを実施いたしました。執行部門と本

　　社スタッフ部門を明確に区分し、本社スタッフ部門を担当する常務取締役以上の役付役員

　　で構成する「経営委員会」にて審議する案件を除いては、執行部門に対して大幅な権限委

　　譲を行い、グループ全体を視野に入れた連結事業一貫体制と経営環境の変化に迅速に対応

　　する分権経営体制の強化を図りました。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　　　　　３. 　経　営 　成 　績

１．当期の概況

　　　当期における経済環境は、米国経済は、旺盛な個人消費と好調な設備投資に支えられて景

　　気拡大を持続し、欧州経済も、ユーロ安を受けた輸出の伸びにより、総じて順調に推移しま

　　した。また、アジア経済も、輸出の増加により生産が拡大し、回復基調に転じました。

　　　わが国経済は、個人消費が所得の伸び悩みや雇用不安を背景に低迷し、民間設備投資も期

　　後半には回復の兆しが見られたものの力強さに欠けるなど、緩やかな改善傾向を示しながら

　　も、全体としては厳しい状況が続きました。

　　　当グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の事業分野に関しては、消費者用精

　　密機器部門は、国内市場では個人消費の冷え込みによる厳しい状況が続き、海外市場におい

　　ては、円高の影響を受けながらも総じて堅調に推移しました。一方、産業用精密機器部門は、

　　半導体市況が改善し、半導体関連機器市場は急回復しました。

　　　このような状況の下で、当グループは、グループ全体の収益体質の強化を目的として、カ

　　ンパニー制の導入による事業の一貫責任体制及び分権経営体制の構築、測量機事業の開発・

　　生産・販売などの諸機能統合による独立分社化、眼鏡レンズ事業の国内外における拡大発展

　　を目指した合弁企業の設立を、それぞれ実施いたしました。また、市場動向に対応した製品

　　供給、魅力ある新製品の開発・販売、経営資源の重点的配分にも努めてまいりました。その

　　結果、売上高は３,7１８億円（前期比２1.６％増）、経常利益は１１３億１８百万円、当期

　　純利益は７７億７０百万円となりました。

　　消費者用精密機器部門            

　　　　一眼レフカメラでは、高級機「ニコン　Ｆ１００」が、国内外において好評を得て引き

　　　続き順調に推移するとともに、初心者にも使いやすい「ニコン　Ｆ６０」シリーズも、海

　　　外市場を中心として販売を伸ばしました。また、交換レンズでは、超音波モーター内蔵の

　　　高性能レンズを市場投入し、拡販に努めました。レンズシャッターカメラは、ＡＰＳ対応

　　　の小型軽量機「ニコン　ニュービス200/300 」を投入し、拡販に努めるとともに、期末に

　　　はファッション性と機能性を両立させたカプセルタイプの新製品「ニコン　ニュービスＳ

　　　2000」も発売しました。しかしながら、販売競争の激化に加え、海外市場向けは円高の影

　　　響もあり、売上減となりました。

　　　　一方、デジタルカメラでは、市場が急激に拡大する中、発売以来の好調を維持している

　　　３倍ズームレンズ搭載機「COOLPIX950」に加え、２倍ズームレンズ搭載機「COOLPIX800」
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　　　の発売で製品ラインアップを強化しました。さらに、新たに発売した一眼レフタイプのデ

　　　ジタルカメラにおけるフラッグシップ機「ニコン　デジタルカメラＤ１」も、高性能なが

　　  ら従来機種に比べて大幅な低価格を実現したカメラとして、報道関係者及び商業写真家の

　    方々を中心に好評を博すなど、市場における当社の認知度が向上し、売上げは大幅増とな

　    りました。

　　　　眼鏡レンズは、本年１月、当社とエシロールインターナショナル社（フランス）との間

　　　において、事業拡大を目指して合弁企業「株式会社ニコン・エシロール」を設立して営業

　　　活動を開始しました。望遠鏡では、非球面レンズを採用したコンパクト双眼鏡「トラベラ

　　　イト」シリーズが海外市場において堅調に推移するとともに、携帯顕微鏡「ファーブル」

　　　シリーズや携帯型レーザー距離計「ニコンレーザー800」が新規市場を開拓しましたが、

　　　円高の影響もあり、売上げは前期並にとどまりました。

　　　　この結果、デジタルカメラの好調な伸びが寄与し、当部門の売上高は１,5０２億８７百

　　　万円（前期比８.0％増）、営業利益は８９億１１百万円となりました。

　　産業用精密機器部門           

　　　　半導体関連機器では、携帯電話や高機能ゲーム機などの需要拡大に伴い、半導体市況は

　　　期央から回復が顕著となり、半導体メーカー各社において増産投資が急増するとともに、

　　　最先端デバイスの製造ラインへの投資も活発化しました。このような状況に対応し、従来

　　　機を上回る、線幅０.1８μm 以下の超微細回路の描画が可能な、量産向けのエキシマステ

　　　ッパー（縮小投影型露光装置）「NSR-S203B」などの主力機種の拡販に努めるとともに、

　　　最先端のエキシマステッパーと組み合わせることにより生産性の向上に貢献する、ｉ線方

　　　式のステッパー「NSR-SF100」を新たに開発し、受注を開始しました。さらに、需要の急

　　　回復に対応するため、生産体制を整備し生産力の向上を図り、ステッパーの売上げを大き

　　　く伸ばしました。また、液晶用露光装置では、液晶パネルの用途拡大やパネルサイズの大

　　　型化に伴い、海外の液晶パネルメーカーにおいて積極的な設備投資が継続して行われ、売

　　　上増となりました。半導体検査機器は、製品ラインアップの整理・統合により売上げは減

　　　少しましたが、新たに、高精度・高スループットを実現した最先端デバイスの露光精度管

　　　理のための重ね合わせ測定機「NRM-1000」を開発し、受注を開始しました。

　　　　顕微鏡・測定機では、生物顕微鏡は無限遠光学系を採用した「ECLIPSE」シリーズの新

　　　製品を発売し拡販に努めましたが、国内・米国市場において伸び悩み、売上減となりまし

　　　た。工業用顕微鏡は、半導体関連市場の回復を受け、アジア市場を中心に実体顕微鏡など

　　　の需要が高まり、売上げは増加しました。測定機は、測定精度が同クラス最高水準の画像
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　　　測定システム「NEXIV VMH-300N」を発売しましたが、欧米市場の低迷が響き、前期の実績

　　　を下回りました。

　　　　測量機は、昨年１０月、事業運営の効率と市場対応力を高め、収益体質の強化を図るた

　　　め、「株式会社ニコンジオテックス」として独立分社化しました。

　　　　この結果、ステッパーの好調な販売が寄与し、当部門の売上高は２,2１５億１２百万円

　　　（前期比３3.０％増）、営業利益は９５億２２百万円となりました。

２. 次期の見通し

　　　今後の見通しにつきましては、欧州経済は堅調な景気拡大を維持し、アジア経済も回復基

　　調の持続が見込まれる一方、米国経済は好調ながらも懸念材料を抱え、また、わが国経済も、

　　個人消費、民間設備投資などの回復力に力強さを欠いております。さらに、時価会計や退職

　　給付会計など、企業経営に大きな影響を与える制度の導入もあり、当グループを取り巻く経

　　営環境は予断を許さない状況にあります。

　　　当グループの事業分野に関しましては、消費者用精密機器部門は、海外市場においては為

　　替相場の動向が懸念されるとともに、国内市場においては個人消費の回復力が弱く、厳しい

　　状況が続くものと見込まれる一方、産業用精密機器部門では、国内における民間設備投資は

　　本格的回復には至らないものの、半導体市況の回復基調は続くものと思われます。

　　　このような状況下において、当グループといたしましては、２１世紀初頭に向けてのグル

　　ープ全体の活動方向を示す「ビジョン　Ｎikon２１」を策定し、新世紀事業創出への取り組

　　みを開始いたします。また、カンパニー制の下、新たな業績評価制度の導入による事業効率

　　のさらなる向上、より市場に密着した開発・生産・販売体制の構築による事業活動のスピー

　　ドアップ、生産技術の改革による納期短縮及びコストダウンの実現に努めるとともに、お客

　　様とのコミュニケーション・ネットワークの拡充を図ってまいります。これらの施策により、

　　事業規模の拡大、収益力の一層の向上及び連結経営体制の確立に向けて、グループを挙げて

　　取り組んでまいる所存であります。

　　　なお、平成１３年３月期の業績は、連結売上高５,1００億円、連結経常利益３１０億円、

　　連結当期純利益１８０億円を予想しております。



－6－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　　　　　４. 　連結財務諸表等

（１）　連結貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　　　資　　　　　産  　　　　の　　　　　部

 　　　当　　　　期
 （平成12年３月31日現在）

 　　　前　　　　期
 （平成11年３月31日現在）

 　　　　　　　期　　別

 　科　　目   　金　　　額  構成比   　金　　　額  構成比

 　増　　　減

 （△印は減少）

 　流 動 資 産       

 　　現 金 及 び 預 金         

 　　受取手形及び売掛金

 　　有 価 証 券         

 　　棚 卸 資 産         

 　　繰 延 税 金 資 産         

 　　そ の 他         

 　　貸 倒 引 当 金         

 　固 定 資 産       

 　 有 形 固 定 資 産        

 　　建 物 及 び 構 築 物         

 　　機械装置及び運搬具

 　　工 具 器 具 備 品         

 　　土 地         

 　　建 設 仮 勘 定         

 　 無 形 固 定 資 産        

 　 投資その他の資産

 　　投 資 有 価 証 券         

 　　繰 延 税 金 資 産         

 　　そ の 他         

 　　貸 倒 引 当 金         

 　為替換算調整勘定

 　３３2,３０４

 　　２3,８１６

 　１２2,９６４

 　　１0,１５４

 　１５3,８４７

 　　１2,５２１

 　　１1,１１７

 　　△2,１１６

 　１６2,７６２

 　　８9,４２４

 　　３6,１１６

 　　２3,９１３

 　　　9,４１６

 　　１3,７３６

 　　　6,２４２

 　　　7,４４８

 　　６5,８８９

 　　５4,６６５

 　　　4,１４０

 　　　7,１３０

 　　　　△４７

 　　　7,１０６

 　　％

  66.2

  32.4

  17.8

 　1.5

  13.1

 　1.4

 　３０8,３８２

 　　２1,９９６

 　１０0,８３６

 　　２0,６００

 　１５0,５７６

 　　１0,０６５

 　　　6,９１０

 　　△2,６０３

 　１６3,６１９

 　１０1,８６５

 　　４1,３７５

 　　２8,１７３

 　　１3,００６

 　　１5,１７０

 　　　4,１３９

 　　　1,２０３

 　　６0,５５０

 　　３9,０６１

 　　　5,７２８

 　　１5,８０４

 　　　　△４３

 　　　2,９６３

 　　％

  65.0

  34.4

  21.4

 　0.3

  12.7

 　0.6

 　２3,９２２

 　　1,８１９

 　２2,１２７

 △１0,４４５

 　　3,２７０

 　　2,４５５

 　　4,２０６

 　　　４８６

 　　△８５６

 △１2,４４０

 　△5,２５９

 　△4,２５９

 　△3,５９０

 　△1,４３４

 　　2,１０３

 　　6,２４５

 　　5,３３８

 　１5,６０４

 　△1,５８７

 　△8,６７３

 　　　　△４

 　　4,１４３

 　　　資 産 合 計       　５０2,１７４  100.0  　４７4,９６４  100.0  　２7,２０９
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　負 債 の 部 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部                       

 　　　当　　　　期
 （平成12年３月31日現在）

 　　　前　　　　期
 （平成11年３月31日現在）

 　　　　　　　期　　別

 　科　　目   　金　　　額  構成比   　金　　　額  構成比

 　増　　　減

 （△印は減少）

   　 [ 負 債 の 部 ]        

 　流 動 負 債       

 　　支払手形及び買掛金

 　　短 期 借 入 金         

 　　コマーシャルペーパー

 　　一 年 内 償 還 社 債         

 　　未 払 法 人 税 等         

 　　未 払 費 用         

 　　繰 延 税 金 負 債         

 　　製 品 保 証 引 当 金         

 　　そ の 他         

 　固 定 負 債       

 　　社 債         

 　　長 期 借 入 金         

 　　退 職 給 与 引 当 金         

 　　繰 延 税 金 負 債         

 　　そ の 他         

 　　[ 少数株主持分 ]

 　 [ 資 本 の 部 ]         

 　　資 本 金         

 　　資 本 準 備 金         

 　　連 結 剰 余 金         

 　　自 己 株 式         

 　３３5,６６８

 　２３8,２３６

 　　８7,７８８

 　　７6,９９６

 　　１4,０００

 　　１0,０００

 　　　3,１７４

 　　２6,７７４

 　　　　　５７

 　　　3,４１９

 　　１6,０２６

 　  ９7,４３１

 　　８0,０００

 　　１5,７２７

 　　　1,３４９

 　　　　　８５

 　　　　２６８

 　　　　　１１

 　１６6,４９４

 　　３6,６６０

 　　５1,９０９

 　　７7,９４９

 　　　　△２５

 　　％

  66.8

  47.4

  19.4

   0.0

  33.2

 　３１3,９５９

 　２０9,４０４

 　　５3,９１３

 　　７7,１７５

 　　３2,０００

 　　１0,０００

 　　　　９１４

 　　２3,７３０

 　　　2,０２５

 　　　9,６４３

 　１０4,５５５

 　　８0,０００

 　　２3,０９１

 　　　1,２６５

 　　　　１９９

 　　　　　１４

 　１６0,９９０

 　　３6,６６０

 　　５1,９０９

 　　７2,４２３

 　　　　　△３

 　　％

  66.1

  44.1

  22.0

   0.0

  33.9

 　２1,７０８

 　２8,８３２

 　３3,８７４

 　　△１７９

 △１8,０００

 　　2,２６０

 　　3,０４３

 　　　　５７

 　　1,３９３

 　　6,３８２

 　△7,１２４

 　△7,３６３

 　　　　８４

 　　　　８５

 　　　　６９

 　　　　△２

 　　5,５０３

 　　5,５２５

 　　　△２１

負債、少数株主持分及び資本合計  　５０2,１７４  100.0  　４７4,９６４  100.0  　２7,２０９
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　（２）　連結損益計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　当　　　期
 　自平成11年４月 1日
 　至平成12年３月31日

 　　　前　　　期
 　自平成10年４月 1日
 　至平成11年３月31日

 　　　　　　　　　　　期　　　別

 　　科　　　目
 　金　　　額  百分比  　金　　　額  百分比

 　増　　減

 (△印は減少)

 　３７1,８００

 　２４7,４７２

 　　％

 100.0

  66.6

 　３０5,７６４

 　２０5,９８４

 　　％

 100.0

  67.4

 　６6,０３６

 　４1,４８８

 　１２4,３２８

 　１０5,８９３

  33.4

  28.5

 　　９9,７８０

 　１０8,５２１

  32.6

  35.5

 　２4,５４７

 　△2,６２７

 　　１8,４３４

 　　　1,０６２

 　　　6,２６４

 　　　5,２１５

 　　　9,２２７

 　4.9

 　0.3

 　1.7

 　1.4

 　2.5

 　　△8,７４１

 　　　1,１５０

 　　　6,１１９

 　　　5,６４１

 　　　9,３８４

 △2.9

 　0.4

 　2.0

 　1.8

 　3.1

 　２7,１７５

 　　　△８８

 　　　１４４

 　　△４２５

 　　△１５６

 　　１1,３１８

 　　　　７３５

 　　　　　４６

 　　　1,０００

 　　　　　　－

 　　　1,００３

 　　　　１４５

 　　　　４７２

 　　　　　　－

 　　　　　　－

 　3.0

 　0.2

 　0.0

 　0.3

 　0.3

 　0.0

 　0.1

 　△１6,４９６

 　　　2,２８９

 　　　　２９２

 　　　　　　－

 　　　　　５７

 　　　1,００３

 　　　　２３３

 　　　　　　－

 　　　　　５７

 　　　2,２９６

 △5.4

 　0.8

 　0.1

 　0.0

 　0.3

 　0.1

 　0.0

 　0.8

 　２7,８１４

 　△1,５５４

 　　△２４６

 　　1,０００

 　　　△５７

 　　　　△０

 　　　△８８

 　　　４７２

 　　　△５７

 　△2,２９６

 　　１1,４７８

 　　　4,７３９

 　　△1,０３２

 　　　　　△０

 　3.1

   1.3

 △0.3

 △0.0

 　△１7,４４７

 　　　1,４９８

 　　　△７０９

 　　　　　　２

 △5.7

 　0.5

 △0.2

 　0.0

 　２8,９２５

 　　3,２４１

 　　△３２２

 　　　　△３

 　　売 上 高             

 　　売 上 原 価             

 　　　　　　　　　売 上 総 利 益        

 　　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費             

 　　　　　　　営業利益又は損失（△）

 　　営 業 外 収 益             

 　　　　受 取 利 息 及 び 配 当 金            

 　　　　そ の 他 の 営 業 外 収 益            

 　　営 業 外 費 用             

 　　　　支 払 利 息            

 　　　　そ の 他 の 営 業 外 費 用            

 　　　　　　　経常利益又は損失（△）

 　　特 別 利 益             

 　　　　固 定 資 産 売 却 益            

 　　　　投 資 有 価 証 券 売 却 益            

 　　　　営 業 権 譲 渡 益            

 　　　　貸 倒 引 当 金 戻 入 益            

 　　特 別 損 失             

 　　　　固 定 資 産 売 却 除 却 損            

 　　　　投 資 有 価 証 券 売 却 損            

 　　　　子 会 社 株 式 売 却 損            

 　　　　投 資 有 価 証 券 評 価 損            

 　　　　従業員早期退職加算金            

 税金等調整前当期純利益又は純損失（△）

 　　法人税、住民税及び事業税             

 　　法 人 税 等 調 整 額             

 　　少数株主持分利益（△）又は損失

 　　　　　当期純利益又は純損失（△）  　　　7,７７０  　2.1  　△１8,２３２  △6.0  　２6,００３
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

（３）　連結剰余金計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　期　　　別

 　　科　　　目

 　　当　　　期
 自平成11年４月 1日
 至平成12年３月31日

 　　前　　　期
 自平成10年４月 1日
 至平成11年３月31日

 　増  　  減

  （△は減少）

 　　７2,４２３

         －

         －

         －

         －

 　　　　　１９

 　　　2,０３４

　　　　 －
 　　　　２２９

 　　　7,７７０

 　　　９1,２１０

 　　　７7,６６９

 　　　　4,８１４

 　　　　8,７２５

 　　　　　９４８

　　　　　－

 　　　　1,４８１

 　　　　　　２０

　　　　　－

 　　△１8,２３２

 △１8,７８７

 △７7,６６９

 　△4,８１４

 　△8,７２５

 　　△９４８

 　　　　１９

 　　　５５３

 　　　△２０

 　　　２２９

 　２6,００２

 　連 結 剰 余 金 期 首 残 高            

 　　　その他の剰余金期首残高            

 　　　利 益 準 備 金 期 首 残 高            

 　　　過 年 度 税 効 果 調 整 額            

 　連 結 剰 余 金 増 加 高            

 　　　連結子会社増加に伴う           

 　　　　　　　剰余金の修正額        

 　　　持分法適用会社増加に伴う

 　　　　　　　剰余金の修正額        

 　連 結 剰 余 金 減 少 高            

 　その他の剰余金減少高            

 　　　配 当 金            

 　　　役 員 賞 与            

 　　　連結子会社増加に伴う           

 　　　　　　　剰余金の修正額        

 　当 期 純 利 益 又 は 損 失            （△）

 　連 結 剰 余 金 期 末 残 高             　　７7,９４９  　　　７2,４２３  　　5,５２６
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

（４）　連結キャッシュ・フロー計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　科　　　　　　　　　目
 　　　当　　　　期
  　自平成11年４月 1日
  　至平成12年３月31日

 　　　　１1,４７８
 　　　　１7,２５１
 　　　　　1,５４２
 　　　　△1,０６２
 　　　　　5,２１５
 　　　　△2,０３９
 　　　　　1,００３
 　　　　△1,０００
 　　　△２7,３７２
 　　　　△7,３１０
 　　　　３8,８７４
 　　　　　7,５６７

 　Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
 　　　　1.　税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益                  
 　　　　2.　減 価 償 却 費                  
 　　　　3.　製 品 保 証 引 当 金 の 増 加 額                  
 　　　　4.　受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                  
 　　　　5.　支 払 利 息                  
 　　　　6.　有 価 証 券 売 却 益                  
 　　　　7.　固 定 資 産 売 却 除 却 損                  
 　　　　8.　営 業 権 譲 渡 益                  
 　　　　9.　売 上 債 権 の 増 加 額                  
 　　　 10.　棚 卸 資 産 の 増 加 額                  
 　　　 11.  仕 入 債 務 の 増 加 額                  
 　　　 12.　そ の 他                  

 　　　　　　　　　　　小　　　　　計
 　　　 13.　利 息 及 び 配 当 金 受 取 額                  
 　　　 14.　利 息 支 払 額                  
 　　　 15.　法 人 税 等 支 払 額                  

 　　　　４4,１４７
 　　　　　1,１１７
 　　　　△5,２２０
 　　　　△2,５６１

 　　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

 　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
 　　　　1.　有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出                  
 　　　　2.　有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入                  
 　　　　3.　有形・無形固形資産の取得による支出
 　　　　4.　有形・無形固形資産の売却による収入
 　　　　5.　投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出                  
 　　　　6.　投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入                  
 　　　　7.　関 係 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出                  
 　　　　8.　関 係 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入                  
 　　　　9.　営 業 譲 渡 に よ る 収 入                  
 　　　 10.　そ の 他                  

 　　　　３7,４８３

 　　　　　　△５５
 　　　　　3,８２６
 　　　△１1,１６０
 　　　　　2,６８１
 　　　　△1,２８０
 　　　　　　３９５
 　　　　△4,３５５
 　　　　　3,９６５
 　　　　　2,４０１
 　　　　　△８４３

 　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

 　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
 　　　　1.　短 期 借 入 金 の 増 減 額                  
 　　　　2.　コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー の 増 減 額                  
 　　　　3.　長 期 借 入 れ に よ る 収 入                  
 　　　　4.　長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                  
 　　　　5.　社 債 の 発 行 に よ る 収 入                  
 　　　　6.　社 債 の 償 還 に よ る 支 出                  
 　　　　7.　配 当 金 の 支 払 額                  
 　　　　8.　そ の 他                  

 　　　　△4,４２６

 　　　　△1,０３３
 　　　△１8,０００
 　　　　　　６２９
 　　　　△2,３４０
 　　　　１0,０００
 　　　△１0,０００
 　　　　△2,０３６
 　　　　　　△２７

 　　　△２2,８０８

 　　　　△1,０８１

 　　　　　9,１６７
 　　　　２3,４１９
 　　　　　　　３８

 　　　　　　△５２

 　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

 　Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

 　Ⅴ　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額                 
 　Ⅵ　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                 
 　Ⅶ　新 規 連 結 子 会 社 に 係 る 現 金               
 　　　　　　及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額              
 　Ⅷ　連 結 除 外 子 会 社 に 係 る 現 金               
 　　　　　　及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額              

 　Ⅸ　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高                  　　　　３2,５７３
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（５）　連結財務諸表作成の基本となる事項

1.　連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　　連結子会社数       　：　３３社

　　　 　主要会社名　：　㈱栃木ニコン、㈱水戸ニコン、㈱仙台ニコン、ニコンカメラ販売㈱、

　　　　　　　　　　　　　Ｎikon Inc. 、Ｎikon Ｐrecision Inc. 他

　　　非連結子会社数　：　２４社（うち持分法適用会社数　３社）

　　　  　主要会社名　：　㈱ニコンライフ、㈱ニコン・セールスプロモーション　他

　　　関 連 会 社 数       　 ：　１０社（うち持分法適用会社数　１社）

2.　連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　　連 結 範 囲     　：

　　　　新 規　４社　㈱ニコンアイウェア、㈱ニコンジオテックス

　　　　　　　　　　　Ｎikon Ｓvenska ＡＢ、Ｎikon Instruments S.p.A.

　　　　　　　　　 　（重要性が増加したため）

　　　　除 外　４社　㈱那須ニコン、㈱愛知ニコン、Ｎikon Ｏptical Ｃanada Inc.

　　　　　　　　　 　（株式売却のため）

　　　　　　　　　 　㈱エヌ・ジー・ティ

　　　　　　　　　 　（会社清算のため）

　　　持分法適用会社　：

　　　　新 規　１社　㈱ニコン・エシロール

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社の決算日は全て連結決算日と一致しております。

4.　会計処理基準に関する事項

 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　・　主として移動平均法に基づく原価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　・　親会社及び国内連結子会社       主として総平均法に基づく原価法

　　　　　　・　海 外 連 結 子 会 社                      主として先入先出法に基づく低価法

 (3)　固定資産の減価償却方法

　　a.　有形固定資産

　　　　　　・　親会社及び国内連結子会社       建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては定率法

　　　　　　・　海 外 連 結 子 会 社                      主として定額法
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　　　( 会計方針の変更 )

　　　　　従来、親会社及び国内連結子会社の建物の減価償却方法については、定率法を採用し

　　　　　ておりましたが、当連結会計期間から建物附属設備を除く建物について定額法に変更

　　　　　しております。

　　　　　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は５２０百万円減

　　　　　少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ３８８百万円増加しておりま

　　　　　す。

　　b.　無形固定資産

　　　・　定　額　法

　　　( 追加情報 )

　　　　　従来、貸借対照表において、ソフトウェアは「投資その他資産」の「その他」に含め

　　　　　て表示しておりましたが、当連結会計期間から「無形固定資産」に含めて表示してお

　　　　　ります。

 (4)　引当金の計上基準

　　a.　貸 倒 引 当 金       

　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えて、個別の債権については回収可能性を検討し回収不

　　　　　能見込額を、残りの債権については過去の貸倒経験率により計上しております。

　　b.　製品保証引当金

　　　　　一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に対する修理費に充てるため、主として

　　　　　売上高基準により計上しております。

　　c.　退職給与引当金

　　　　　親会社、海外連結子会社及び主な国内連結子会社は、退職年金制度を導入しているた

　　　　　め引当金の設定は行っておりません。一部の国内連結子会社は、期末において従業員

　　　　　が自己都合により退職したと仮定した場合の要支給額の４０％を計上しております。

 (5)  リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

　　　　引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 (6)　消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっております。

5.　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

6.　連結調整勘定の償却に関する事項

　　　連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。
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7.　利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分

　　　に基づいて作成しております。

8.　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求

　　　払預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

　　　得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い短期的な投資からなっております。

＜注記事項＞       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　1.　有形固定資産の減価償却累計額                　 　１６1,２８０百万円　　　１６4,４１２百万円

　2.　受 取 手 形 割 引 高         　　　　　　　　　　　  　１６百万円　　　　　　１１４百万円

　3.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　（繰延税金資産）　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　・　棚 卸 資 産          　　　　　4,６４９百万円　　　　　5,０８２百万円

　　　　　　・　貸 倒 引 当 金          　　　　　3,２５５百万円　　　　　　５１４百万円

　　　　　　・　減 価 償 却 費          　　　　　6,１１８百万円　　　　　5,１１６百万円

　　　　　　・　繰 越 欠 損 金          　　　　　　２４８百万円　　　　　5,７５９百万円

　　　　　　・　そ の 他          　　　　　4,８８２百万円　　　　　2,３４６百万円

　　　　　　　　繰 延 税 金 資 産 合 計          　　　　１9,１５４百万円　　　　１8,８１９百万円

　　　　（繰延税金負債）

　　　　　　・　買換資産圧縮積立金          　　　　△2,１４０百万円　　　　△2,０７３百万円

　　　　　　・　そ の 他          　　　　　△４９４百万円　　　　　△９５２百万円

　　　　　　　　繰 延 税 金 負 債 合 計          　　　　△2,６３５百万円　　　　△3,０２５百万円

　　　　　　　　繰延税金資産の純額          　　　　１6,５１９百万円　　　　１5,７９３百万円

　　　（注）繰延税金資産の算定に当たり控除した評価性引当額は、３,４５１百万円であります。

　4.　当期において、従来、有価証券として保有しておりました (株)東京三菱銀行他８銘柄

　　　（１2,６３６百万円）を、所有目的の変更により投資有価証券に振り替えております。

　5.　保 証 債 務 等         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　・　保 証 債 務           　　　　１3,３１５百万円　　　　１2,７２９百万円

　　　　　・　輸 出 手 形 割 引 高           　　　　　　９０９百万円　　　　　2,２３６百万円

　6.　自 己 株 式 の 数         　　　　　　　　　　　　　6,６５８株　　　　　　　2,４０７株
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　7.　リ ー ス 取 引         

　 (1)　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期
　　　「機械装置及び工具器具備品等」
 
　　　　①　取 得 価 額 相 当 額           　　　 　　１5,０３７百万円　　　　２1,７７０百万円

　　　　　　減価償却累計額相当額           　　　 　　　7,７８８百万円　　　　１0,６１５百万円

　　　　　　期 末 残 高 相 当 額           　　　　 　　7,２４８百万円　　　　１1,１５５百万円

　　　　②　未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　１年内　　　　　2,８１０百万円　  　　　3,８６３百万円

　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　　4,４３８百万円　  　　　7,２９１百万円

　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　7,２４８百万円　　　　１1,１５５百万円

　　　　③　支払リース料（減価償却費相当額）　3,４７８百万円　　　　　4,７３５百万円

　　　※　・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に

　　　　　　 よって算定しております。

　　　　　・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。

　 (2)　オペレーティング・リース取引

　　　　　　未 経 過 リ ー ス 料          　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　　　　　　　　　　１年内　　　　　　７３１百万円　  　　　　９５８百万円

　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　　1,０３４百万円　  　　　1,３６８百万円

　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　1,７６６百万円　　　　　2,３２６百万円

　8.　研究開発費の総額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　・　一般管理費に含まれる　　　　１7,７９７百万円　  　　１8,５０２百万円
　　　　　　　　研究開発費

  9.　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　　　　　　現 金 及 び 預 金 勘 定           　　　　　　　　　　　２3,８１６百万円

　　　　　　有 価 証 券 勘 定           　　　　　　　　　　　１0,１５４百万円

　　　　　　預入期間が３ケ月を超える定期預金等                   　 　　△1,３９７百万円

　　　　　　現金及び現金同等物           　　　　　　　　　　　３2,５７３百万円
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　　　　　　　　　　　　　５. 　セグメント情報

（１）　事業の種類別セグメント情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　自　平成11年４月 1日
 　　　当　　　期
 　　　　　　　　　　　至　平成12年３月31日

 消費者用
 精密機器

 産 業 用    
 精密機器   　計

 消　　去
 又は全社   連　結

 Ⅰ　売上高及び営業損益

 　　　売 上 高         

 　　　 (1)　外部顧客に対する売上高

 　　　 (2)　セグメント間の内部売上高
 　　　　　　又は振替高

  150,287   221,512   371,800

 （　   )

  371,800

 　　　　　　　　　計   150,287   221,512   371,800  （　   )   371,800

 　　　営 業 費 用           141,375   211,990   353,366  （　   )   353,366

 　　　営 業 利 益          　 8,911  　 9,522  　18,434  （　   )  　18,434

 Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

 　　　資 産           103,694   314,355   418,050  　84,123   502,174

 　　　減 価 償 却 費             4,702  　12,548  　17,251  　17,251

 　　　資 本 的 支 出          　 3,519  　10,361  　13,881  　13,881

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　自　平成10年４月 1日
 　　　前　　　期
 　　　　　　　　　　　至　平成11年３月31日

 消費者用
 精密機器

 産 業 用    
 精密機器   　計

 消　　去
 又は全社   連　結

 Ⅰ　売上高及び営業損益

 　　　売 上 高         

 　　　 (1)　外部顧客に対する売上高

 　　　 (2)　セグメント間の内部売上高
 　　　　　　又は振替高

  139,204   166,560   305,764

 （　   )

  305,764

 　　　　　　　　　計   139,204   166,560   305,764  （　   )   305,764

 　　　営 業 費 用           136,683   177,822   314,505  （　   )   314,505

 　　　営 業 利 益          　 2,521  △11,262  △ 8,741  （　   )  △ 8,741

 Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

 　　　資 産           112,838   287,679   400,518    74,446   474,964

 　　　減 価 償 却 費          　 6,870  　13,239  　20,110  　20,110

 　　　資 本 的 支 出          　 6,087  　14,631  　20,718  　20,718

　　　（注)1. (1) 事業区分の方法        製品の種類、販売市場の類似性等を考慮して行っております。
　　　　(2) 各事業区分の主要製品

　　　　　　　　　　消費者用精密機器         カメラ、眼鏡製品
　　　　　　　　　　産業用精密機器                 半導体関連機器、顕微鏡、測量機、測定機等

　　 2. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期84,123百万円、前期74,446
　      百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投
　　    資資金（投資有価証券）、繰延税金資産等であります。
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  （２）　所在地別セグメント情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　自　平成11年４月 1日
 　　　　　　　当　　　　期
 　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成12年３月31日

  日　本   北　米   欧　州   アジア   　計
 消　　去
 又は全社   連　結

 Ⅰ　売上高及び営業損益

 　　　売 上 高         

 　　　 (1)　外部顧客に対する売上高

 　　　 (2)　セグメント間の内部売上高
 　　　　　　又は振替高

  219,188

  114,092

 　96,699

 　　 321

 　48,925

 　　 104

 　 6,987

 　 3,879

  371,800

  118,398

 　　　－

 (118,398)

  371,800

 　　　－

 　　　　　　　　　計   333,280  　97,021  　49,030  　10,866   490,199  (118,398)   371,800

 　　　営 業 費 用           323,877  　91,002  　48,702  　 9,261   472,843  (119,476)   353,366

 　　　営 業 利 益          　 9,403  　 6,018  　　 327  　 1,605  　17,355    1,078  　18,434

 Ⅱ　資　　　　　　　産   357,750  　58,157  　29,249  　 8,848   454,005   48,169   502,174

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　自　平成10年４月 1日
 　　　　　　　前　　　　期
 　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成11年３月31日

  日　本   北　米   欧　州   アジア   　計
 消　　去
 又は全社   連　結

 Ⅰ　売上高及び営業損益

 　　　売 上 高         

 　　　 (1)　外部顧客に対する売上高

 　　　 (2)　セグメント間の内部売上高
 　　　　　　又は振替高

  183,725

 　90,730

 　80,366

 　　 281

 　36,128

 　　 172

 　 5,544

 　 5,800

  305,764

 　96,984

 　　　－

 (96,984)

  305,764

 　　　－

 　　　　　　　　　計   274,455  　80,647  　36,301  　11,345   402,749  (96,984)   305,764

 　　　営 業 費 用           285,426  　77,964  　36,523  　10,051   409,966  (95,460)   314,505

 　　　営業利益又は損失（△）              △10,971  　 2,682  　△ 222  　 1,294  △ 7,216  ( 1,524)  △ 8,741

 Ⅱ　資　　　　　　　産   339,739  　57,254  　27,422  　 7,946   432,363   42,601   474,964

（注）1.　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。                             

　　　2.　本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。                                 

　　　　　 (1)　北　米          米国、カナダ

　　　　　 (2)　欧　州          オランダ、ドイツ、イギリス 等
　　　　　 (3)　アジア          韓国、台湾、タイ 等
3. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期84,123百万円、前期74,446百万円
であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資
有価証券）、繰延税金資産等であります。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

  （３）　海外売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　　　自　平成11年４月 1日
 　　　　　当　　　　期
 　　　　　　　　　　　　　　至　平成12年３月31日

 　北　米  　欧　州  　アジア
 　その他
 　の地域  　　計

 　Ⅰ　海　外　売　上　高     95,557     52,001  　 95,194  　  4,436    247,190

 　Ⅱ　連　結　売　上　高  　371,800

 　Ⅲ　連結売上高に占める

 　　　　海外売上高の割合

 　　　 ％

 　 25.7

 　　　 ％

 　 14.0

 　　　 ％

    25.6

 　　　 ％

     1.2

        ％

    66.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　　　自　平成10年４月 1日
 　　　　　前　　　　期
 　　　　　　　　　　　　　　至　平成11年３月31日

 　北　米  　欧　州  　アジア
 　その他
 　の地域  　　計

 　Ⅰ　海　外　売　上　高  　 78,869  　 46,713     53,754  　  7,032    186,369

 　Ⅱ　連　結　売　上　高  　305,764

 　Ⅲ　連結売上高に占める

 　　　　海外売上高の割合

 　　　 ％

 　 25.8

 　　　 ％

 　 15.3

 　　　 ％

 　 17.6

 　　　 ％

 　　2.3

        ％

 　 61.0

　（注）1.　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　　　　各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。

　　　　　　　 (1)　北　米           米国、カナダ

　　　　　　　 (2)　欧　州           オランダ、ドイツ、イギリス 等

　　　　　　　 (3)  アジア           韓国、台湾、シンガポール 等

　　　　　　　 (4)　その他の地域      中南米、オセアニア、アフリカ 等
　　　　　2.　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。



－18－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　６. 　生産、受注及び販売の状況

　（１）　生産実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　      事 業 区 分        
 　　　　　当　　　期
 　　自　平成11年４月 1日
 　　至　平成12年３月31日

 　　　消 費 者 用 精 密 機 器          

 　　　産 業 用 精 密 機 器          

 　　　　　１２7,５２７

 　　　　　２０5,５１２

 　　　　　合　　　　計  　　　　　３３3,０３９

　（２）　受注状況

　　　　　当社は主として見込生産を行っております。

　（３）　販売実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　      事 業 区 分        
 　　　　　当　　　期
 　　自　平成11年４月 1日
 　　至　平成12年３月31日

 　　　消 費 者 用 精 密 機 器          

 　　　産 業 用 精 密 機 器          

 　　　　　１５0,２８７

 　　　　　２２1,５１２

 　　　　　合　　　　計  　　　　　３７1,８００
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　　７. 　有価証券の時価等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　当　期　（連　結）
 　　（平成12年３月31日現在）

 ＜参考＞　前　期　（個　別）
 　　　（平成11年３月31日現在）

 　種　　　類
 貸借対照表
 　計上額

  時    価   評価損益  貸借対照表
 　計上額

  時    価 評価損益
(△は損)

   　　  1

 　　1,283

   　　　－

 　　　  3

 　　1,323

 　　　　－

 　　　　1

 　　　 39

 　　　　－

    13,666

 　　　　－

   　　576

 　 21,390

 　　　　－

 　　　447

 　　7,724

 　　　　－

 　　△128

   　1,285  　　1,326  　　　 41     14,243  　 21,838  　　7,595

 　 45,471

 　　　　－

   　　 47

 　 60,673

 　　　　－

 　　　 47

 　 15,201

 　　　　－

 　　　　0

 　 32,112

 　　　　－

   　　　－

 　 43,231

 　　　　－

 　　　　－

 　 11,119

 　　　　－

 　　　　－

    45,519  　 60,721  　 15,201     32,112  　 43,231  　 11,119

 (1) 流動資産に
 　　属するもの

 　　　株　式

 　　　債　券

 　　　その他

 　　　小　計

 (2) 固定資産に
 　　属するもの

 　　　株　式

 　　　債　券

 　　　その他

 　　　小　計

 　合　　　計     46,804  　 62,047  　 15,242     46,355  　 65,070  　 18,714

（注）1.　時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　　①　上 場 有 価 証 券        　　主に東京証券取引所の最終価格によっております。

　　　　　②　店頭売買有価証券　　日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

　　　　　③　非上場の証券投資　　基準価格によっております。
　　　　　　　信託の受益証券        

　　　　　④　非上場債券の時価又は時価相当額については、日本証券業協会が発表する公社債
　　　　　　　店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価格等によって
　　　　　　　おります。

　　2.　前期（個別）の流動資産の株式の金額には、自己株式が含まれており、その評価損益は
　　　　０百万円であります。

　　3.　開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜参考＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（連結）　　　　前期（個別）

　　　　（流動資産）・残存償還期間１年以内の　　　　　　　　９百万円　　　　１４０百万円
　　　　　　　　　　　非上場内国債券

　　　　　　　　　　・買現先の有価証券　　　　　　　　8,８５９百万円　　　5,０００百万円

　　　　（固定資産）・店頭売買株式を除く非上場株式　　9,０９１百万円　　２3,２７２百万円
　　　　　　　　　　　（うち関係会社株式）　　　　　（  4,633 百万円）　（ 18,998 百万円）

　　　　　　　　　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　５０百万円　　　　　５０百万円

　　　　　　　　　　・非上場の外国債券　　　　　　　　　　　４百万円　　　　　　－百万円
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  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　８.デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

　通 貨 関 連     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                    （単位：百万円）

 　　　　当　期　（連　結）
 　　（平成12年３月31日現在）

 ＜参考＞　前　期　（個　別）
 　　　（平成11年３月31日現在）

 　契 約 額 等       　契 約 額 等      

 区

 分

  　種　　類

うち1年超  時　価
 評価損益

 (△は損) うち1年超  時　価
 評価損益

 (△は損)

 市
 場
 取
 引
 以
 外
 の
 取
 引

 為替予約取引

 　　　売　　建
 　　　　米ドル
 　　　　ユーロ

 　　　買　　建
 　　　　　　円
 　　　　ユーロ

 通貨ｵﾌ゚ ｼｮﾝ取引

 　　売建コール
 　　　　米ドル

 　　買建プット
 　　　　米ドル

   5,252
   6,015

  15,732
   3,690

   1,073
     (23)

   1,035
     (23)

   －
   －

 　444
 　－

 　－
 （－）

 　－
 （－）

  5,182
  5,749

 16,415
  3,525

     15

     19

 　　 70
 　　266

 　　682
 　△165

 　　　8

 　　△4

   2,590
 　　－

 　　－
 　　－

 　　－
 　（－）

 　　－
 　（－）

   －
   －

   －
 　－

 　－
 （－）

 　－
 （－）

  2,695
 　－

 　－
 　－

 　－

 　－

 　△105
 　　－

 　　－
 　　－

 　　－

 　　－

 　　合　　　計    　－  　－    －  　　857  　　－  　－  　－  　△105

（注）1.　時価の算定方法

　　　　　期末の為替相場については先物相場を使用しております。

　　　2.　外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額

　　　　　が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されてい

　　　　　るものについては、開示の対象から除いております。

　金 利 関 連     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　      （単位：百万円）

 　　　　当　期　（連　結）
 　　（平成12年３月31日現在）

 ＜参考＞　前　期　（個　別）
 　　　（平成11年３月31日現在）

契 約 額 等      契 約 額 等      

 区

 分

      種　　　　類

うち1年超  時　価
 評価損益

 (△は損) うち1年超  時　価
 評価損益

 (△は損)

 市
 場
 取
 引
 以
 外
 の
 取
 引

  金利スワップ取引

 （受取固定・支払変動）

 （支払固定・受取変動）

 40,000

 20,000

 30,000

 10,000

  1,489

 △ 459

 　 1,489

 　△ 459

 50,000

 40,000

 30,000

 20,000

  2,919

△1,227

 　 2,919

 △ 1,227

 　　　合  　      計  60,000  40,000   1,029  　 1,029  90,000  50,000   1,692  　 1,692

（注）1.　スワップ取引に係る契約額等の欄の金額は想定元本であり、この金額自体がデリバティブ

　　　　　取引に係る市場リスク量又は信用リスク量を示すものではありません。

　　　2.　時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連結】

　　　　　　　　　　　９. 　関連当事者との取引

子 会 社 等      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

  　関係内容
 属
 性
 　会社名  住　所  資本金  事業の

 内　容
 議決権
 等の所
 有割合

 役員の
 兼任等

 事実上
 の関係

 取引の
 内　容

 取　引
 金　額

 科　目  期末
 残高

 営業の
 譲渡

  2,401  預り金   525
 関
 連
 会
 社

 ㈱ニコン・
 エシロール

 東京都
 墨田区

  3,585  眼鏡製
 品の製
 造販売

 直接
 　50％

 兼任
 　２人

 出向等
 　４人

  なし

 株式の
 譲渡

  3,964  　　－  　－

（注）　取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　・　株式の譲渡及び営業の譲渡については、合弁相手先との交渉に基づいて決定して

　　　　　　　おります。
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平成 1 2 年3 月期　個別財務諸表の概要　　　　　　　　　　　平成１２年５月２２日

上 場 会 社 名       　　　　株式会社　ニ　　コ　　ン　　　　　　上場取引所　東証・大証

コ ー ド 番 号       　　　　７７３１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 本社所在都道府県　東京都

問 合 せ 先       　　　　責任者役職名　　ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾﾝﾀｰ広報部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ

　　　　　　　　　　　氏　　　　名　　松　　岡　　憲　　夫　　　　　　ＴＥＬ（03）3216-1032

決算取締役会開催日　　平成１２年５月２６日

定時株主総会開催日　　平成１２年６月２９日　　　　　　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　有

1.  12 年 3 月期の業績（平成11 年 4 月 1 日～平成12 年 3 月 31 日）

 (1) 経営成績　　　　　　　　　(注）本個別財務諸表の概要（添付資料を含む）中の百万円単位の表示金額は、百万円未満を切捨てています。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　　　　百万円　　　 　％

　　308,604　　      22.2

    252,495        △14.1

　　　　　百万円　 　 　％

        7,021　　　   　―

　　 △10,404　　   　　―

　　　　　百万円　  　　 　％

        6,541　　　    　　―

   　△ 9,622　　　    　　―

当期純利益
1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総　資　本

経常利益率

売　上　高

経常利益率

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　  百万円　 ％

  4,671  　  ―

△9,873　  　―

　　円　銭

　12　63

△26　69

　　円　銭

　　　―

　　　―

　　  　　％

  　　3.2

    △6.7

　　 　　％

　 　1.7

 　△2.5

　　　　％

　 　2.1

 　△3.8

（注）①　期中平均株式数　　　　　　12 年 3 月期　369,927,584株　　11 年 3 月期　369,927,584株

　　　②　会計処理の方法の変更　　　有

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配当状況

1 株 当 た り 年 間 配 当 金             

中　間 期　末

配当金総額

（年間）
配当性向 株主資本配当率

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　　円 　銭

   5   00

   3   00

　　円 　銭

   2   50

   0   00

　　円　 銭

   2   50

   3   00

　　百万円

   1,849

   1,109

　　　％

   39.6

　　―

　　　　　％

       1.2

       0.8

(3) 財政状態

総　　資　　産 株　主　資　本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

12 年 3 月期

11 年 3 月期

　　　　　百万円

　　　391,470

　　　375,231

　　　　　百万円

　　　149,588

　　　146,952

　　　　　 　％

　　　　38.2

　　　　39.2

　　　　円　　銭

      404   37

397 　25

（注）期末発行済株式数　　　12 年 3 月期　369,927,584株　　11 年 3 月期　369,927,584株

2. 13 年 3 月期の業績予想（平成12 年 4 月 1 日～平成13 年 3 月 31 日）

1 株 当 た り 年 間 配 当 金             
売 上 高    経常利益 当期純利益

中　間 期　末

中間期

通　期

　　　百万円

  175,000

  390,000

　　　百万円

    5,000

   18,000

　　　百万円

        0

    5,500

　　円 　銭

   4   00

　 　―

　　円 　銭

　 　―

   4   00

　　円 　銭

　 　―

   8   00

（参考）１株当たり予想当期純利益　（通期）14 円 87 銭
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】
　　　　　　　　　　　　個  別  貸 借 対 照 表                       

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　　　資　　　　　産  　　　　の　　　　　部

 　　　当　　　　期
 （平成12年３月31日現在）

 　　　前　　　　期
 （平成11年３月31日現在）

 　　　　　　期　　別

 　科　　目   　金　　　額  構成比   　金　　　額  構成比

 　 増　　減

  （△は減少）

 　流　動  資  産

 　　現 金 預 金        

 　　受 取 手 形        

 　　売 掛 金        
 　　有 価 証 券        

 　　自 己 株 式        
 　　製 品        

 　　半 製 品        
 　　原 材 料        

 　　貯 蔵 品        
 　　仕 掛 品        

 　　繰 延 税 金 資 産        
 　　短 期 貸 付 金        

 　　未 収 入 金        
 　　その他流動資産        

 　　貸 倒 引 当 金        

 　固  定　資  産

 　 有形固定資産       

 　　建 物        
 　　構 築 物        

 　　機 械 装 置        
 　　車 輛 運 搬 具        

 　　工 具 器 具 備 品        
 　　土 地        

 　　建 設 仮 勘 定        

 　 無形固定資産       
 　　借 地 権        

 　　工 業 所 有 権        
 　　施 設 利 用 権        

 　　ソ フ ト ウ ェ ア        

 　 投 資 等       

 　　投 資 有 価 証 券        
 　　子 会 社 株 式        

 　　子 会 社 出 資 金        
 　　長 期 貸 付 金        

 　　敷 金 等        
 　　長 期 前 払 費 用        

 　　長期繰延税金資産
 　　そ の 他 の 投 資        

 　２４1,６６７

 　　　8,６４９

 　　　1,４７１

 　　８9,６４０
 　  　5,００９

 　  　　　２５
 　　３2,３９０

 　　　　１２９
 　　　　　６６

 　　　2,７５６
 　　７5,５２４

 　　　8,６６８
 　  １9,１０３

 　  　4,９００
 　  　　９３７

 　　△7,６０７

 　１４9,８０３

 　　６0,６５４

 　　２0,３７６
 　　　1,１８５

 　　１7,７６７
 　　　　　６２

 　　　6,６３４
 　　　8,９２１

 　　　5,７０８

 　　　5,８３３
 　　　　　９８

 　　　　４８２
 　　　　１６８

 　　　5,０８３

 　　８3,３１５

 　　５3,７５１
 　　１8,６９２

 　　　1,２０７
 　　　1,４０７

 　　　2,３９８
 　　　　４７０

 　　　4,１０７
 　　　1,２８１

 　　％
  61.7

  38.3

  15.5

 　1.5

  21.3

 　２３5,３６０

 　  １0,１３０

 　　　3,６０１

 　　７0,３４６
 　  １9,３７９

 　  　　　　３
 　　３4,９６４

 　　　　３１３
 　　　　　６８

 　　　3,２６５
 　　６3,６１７

 　　１0,８３９
 　  １8,２７６

 　  　7,２７５
 　  　1,０８０

 　  △7,８０２

 　１３9,８７１

 　　６4,４２５

 　　２1,４５９
 　　　1,３３９

 　　２1,３７６
 　　　　　６５

 　　　7,５４１
 　　　8,９２５

 　　　3,７１６

 　　　　９５９
 　　　　　９８

 　　　　６８０
 　　　　１８０

 　　７4,４８５

 　　３6,７１２
 　　１8,７２１

 　　　1,０８２
 　　　1,００４

 　　　2,９８０
 　　　7,７６８

 　　　4,９４３
 　　　1,２７３

 　　％
  62.7   　　6,３０６

         　△1,４８０

         　△2,１２９

 　  　　　１9,２９４
         △１4,３６９

         　　　　２１
         　△2,５７４

         　　△１８３
         　　　　△２

         　　△５０９
         　１1,９０７

         　△2,１７１
         　　　８２７

         　△2,３７４
         　　△１４３

         　　　１９５

  37.3   　　9,９３２

  17.2   　△3,７７０

         　△1,０８３
         　　△１５４

         　△3,６０９
         　　　　△３

         　　△９０７
         　　　　△４

         　　1,９９２

 　0.3   　　4,８７３

         　　△１９７
         　　　△１２

         　　5,０８３

  19.8   　　8,８２９

         　１7,０３８
         　　　△２９

         　　　１２４
         　　　４０３

         　　△５８１
         　△7,２９８

         　　△８３６
         　　　　　８

  　　資 産 合 計       　３９1,４７０  100.0  　３７5,２３１  100.0  　１6,２３８



－24－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　　　　　　　　　負　　債　　及　　び　　資　　本　　の　　部

 　　　当　　　　期
 （平成12年３月31日現在）

 　　　前　　　　期
 （平成11年３月31日現在）

 　　　　　　期　　別

 　科　　目   　金　　　額  構成比   　金　　　額  構成比

 　 増　　減

  （△は減少）

  　〔 負 債 の 部 〕        

 　流  動  負　債

 　　支 払 手 形        
 　　買 掛 金        

 　　短 期 借 入 金        
 　　コマーシャルペーパー

 　　一年内償還社債        
 　　未 払 金        

 　　未 払 法 人 税 等        
 　　未 払 費 用        

 　　前 受 金        
 　　預 り 金        

 　　製品保証引当金        

 　固  定　負  債

 　　社 債        

 　　長 期 借 入 金        

  　〔 資 本 の 部 〕        

 　資 本 金       

 　法 定 準 備 金       

 　　資 本 準 備 金        
 　　利 益 準 備 金        

 　剰 余 金       

 　　研 究 積 立 金        
 　　退職慰労積立金        

 　　海 外投資等      

 　　　　損失準備金      
 　　特別償却準備金        

 　　買換資産圧縮積立金
 　　別 途 積 立 金        

 　　当期未処分利益        
     (うち当期純利益

 　    又は純損失（△))

 　２４1,８８１

 　１５4,１６７

 　　　1,４５４
 　　６9,０２９

 　　３7,９７２
 　　１4,０００

 　　１0,０００
 　　　3,１９３

 　　　　１８２
 　　１3,０４２

 　　　2,０１６
 　　　1,２６６

 　　　2,００８

 　　８7,７１４

 　　８0,０００

 　　　7,７１４

 　１４9,５８８

 　　３6,６６０

 　　５7,０７７

 　　５1,９０９
 　　　5,１６８

 　　５5,８５０

 　　　2,０５６
 　　　　６６９

 　　　　　　２

 　　　　　２３

 　　　2,８６３
 　　４5,２１１

 　　　5,０２４
   （　4,６７１）

 　　％
  61.8

  39.4

  22.4

  38.2

 　9.4

  14.6

  14.2

 　２２8,２７９

 　１３9,５２２

 　　　7,２６１
 　　３5,９９３

 　　３5,８７２
 　　３2,０００

 　　１0,０００
 　　　1,９２４

 　　　　　２１
 　　１2,９１４

 　　　　９２５
 　　　1,２８３

 　　　1,３２４

 　　８8,７５７

 　　８0,０００

 　　　8,７５７

 　１４6,９５２

 　　３6,６６０

 　　５6,８７４

 　　５1,９０９
 　　　4,９６４

 　　５3,４１６

 　　　2,０５６
 　　　　６６９

 　　　　　　２

 　　　　　２７

 　　　1,９６７
 　　４5,２１１

 　　　3,４８２
   （△9,８７３）

 　　％
  60.8

  37.2

  23.6

  39.2

 　9.8

  15.2

  14.2

 　１3,６０２

 　１4,６４４

 　△5,８０６
 　３3,０３５

 　　2,１００
 △１8,０００

 　　1,２６８

 　　　１６０
 　　　１２７

 　　1,０９０
 　　　△１６

 　　　６８３

 　△1,０４２

 　△1,０４２

 　　2,６３６

 　　　２０３

 　　　２０３

 　　2,４３３

 　　　　△０

 　　　　△３

 　　　８９５

 　　1,５４２
 ( １4,５４５）

  　負債及び資本合計  　３９1,４７０  100.0  　３７5,２３１  100.0  　１6,２３８



－25－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】
　　　　　　　　　　　　　　個 別 損 益 計 算 書                       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　　　当　　　期
 　自平成11年４月 1日
 　至平成12年３月31日

 　　　前　　　期
 　自平成10年４月 1日
 　至平成11年３月31日

 　　　　　　　　　　　期　　　別

 　　科　　　目
 　金　　　額  百分比  　金　　　額  百分比

 　増　　減

 （△は減少）

 　営 業 収 益         

 　　売 上 高          

 　営 業 費 用         

 　　売 上 原 価          
 　　販売費及び一般管理費

 　３０8,６０４

 　２３9,９８３
 　　６1,５９９

 　　％

 100.0

  77.8
  20.0

 　２５2,４９５

 　１９9,９０８
 　　６2,９９１

 　　％

 100.0

  79.2
  24.9

 　５6,１０８

 　４0,０７５
 　△1,３９２

 営
 業
 損
 益
 の
 部

 　営 業 利 益 又 は 損 失          （△）  　　　7,０２１  　2.3  　△１0,４０４  △4.1  　１7,４２５

 営
 業
 外
 損
 益
 の
 部

 　営　業　外　収　益

 　　受 取 利 息 ・ 配 当 金          
 　　雑 益 金          

 　営　業　外　費　用

 　　支 払 利 息 ・ 割 引 料          
 　　雑 損 金          

 　　　1,５９０
 　　　6,７９９

 　　　3,８４４
 　　　5,０２６

 　0.5
 　2.2

 　1.2
 　1.6

 　　　4,４４６
 　　　5,７１１

 　　　3,９３２
 　　　5,４４４

 　1.8
 　2.3

 　1.6
 　2.2

 　△2,８５５
 　　1,０８８

 　　　△８７
 　　△４１８

 経

 常

 損

 益

 の

 部

 　　　経 常 利 益 又 は 損 失          （△）  　　　6,５４１  　2.1  　　△9,６２２  △3.8  　１6,１６４

 特

 別

 損

 益

 の

 部

 　　特　　別　　利　　益

 　　　固 定 資 産 売 却 益           
 　　　投資有価証券売却益           
 　　　子 会 社 株 式 売 却 益           
 　　　営 業 権 譲 渡 益           
 　　　貸 倒 引 当 金 戻 入 益           

 　　特　　別　　損　　失

 　　　固 定 資 産 除 却 損           
 　　　固 定 資 産 売 却 損           
 　　　投資有価証券売却損           
 　　　子 会 社 株 式 売 却 損           
 　　　従業員早期退職加算金           
 　　　子会社等貸付金        
 　　　　　貸倒引当金繰入額         
 　　　子会社等株式評価損           

 　　　　４８２

 　　　　６９９
 　　　2,０００

 　　　　６４５
 　　　　１３５
 　　　　１４４
 　　　　６０９

 　0.2

 　0.2
 　0.6

 　0.2
 　0.0
 　0.0
 　0.2

 　　　2,２６０
 　　　　２９２

 　　　1,１８０

 　　　　８５４
 　　　　　　４
 　　　　２３３

 　　　2,２７６
 　　　7,１５５

 　　　　５８１

 　0.9
 　0.1

 　0.5

 　0.3
 　0.0
 　0.1

 　0.9
 　2.8

 　0.2

 　△1,７７８
 　　△２９２
 　　　６９９
 　　2,０００
 　△1,１８０

 　　△２０８
 　　　１３１
 　　　△８９
 　　　６０９
 　△2,２７６
 　△7,１５５

 　　△５８１

 　　税引前当期純利益又は純損失（△）
 　　法人税、住民税及び事業税              
 　　法 人 税 等 調 整 額              

 　　　8,１８８
 　　　　５１０
 　　　3,００７

 　2.7
 　0.2
 　1.0

 　△１6,９９４
 　　　　３０７
 　　△7,４２８

 △6.7
 　0.1
 △2.9

 　２5,１８３
 　　　２０３
 　１0,４３５

 　　当 期 純 利 益 又 は 純 損 失              （△）  　　　4,６７１  　1.5  　　△9,８７３  △3.9  　１4,５４５

 　　前 期 繰 越 利 益              
 　　過 年 度 税 効 果 調 整 額              
 　　税効果会計適用に伴う            
 　　　　　　 　積立金等取崩高        
 　　中 間 配 当 額              
 　　利 益 準 備 金 積 立 額              
 　　当 期 未 処 分 利 益              

 　　　1,３７０

 　　　　９２４
 　　　　　９２
 　　　5,０２４

 　　　3,５５５
 　　　8,３５４
 　　　1,４４７

 　　　3,４８２

 　△2,１８４
 　△8,３５４
 　△1,４４７

 　　　９２４
 　　　　９２
 　　1,５４２



－26－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】

貸借対照表及び損益計算書についての注記                        

　1.　重要な会計方針

　 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法　　　移動平均法による原価法によっております。

　 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法　　　仕掛品については個別法による原価法、その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は総平均法による原価法によっております。

　 (3)　固 定 資 産 の 減 価 償 却 方 法                

　　　　　　　・　有形固定資産　　　　　　　原則として、法人税法に規定する方法と同一の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準により実施し、建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　については定額法、建物以外については定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、技術革新が著しく、早期の経済的陳腐化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が見込まれる一部の機械装置については、会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所定の見積耐用年数（５年）に基づく定率法を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 会計方針の変更 )

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従来、建物の減価償却方法については、定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を採用しておりましたが、当期から建物附属設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備を除く建物について定額法に変更しておりま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この変更により、従来の方法によった場合と比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　較して、減価償却費は３４０百万円減少し、営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぞれ２３６百万円増加しております。

　　　　　　　・　無形固定資産　　　　　　　自社利用のソフトウェアについては、社内にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ける利用可能期間（５年）に基づく定額法、そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ以外の無形固定資産については、法人税法の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規定に基づく減価償却と同一の基準による定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 追加情報 )

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従来、貸借対照表において、ソフトウェアは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「投資等」の「長期前払費用」に含めて表示し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ておりましたが、当期から「無形固定資産」の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ソフトウェア」に科目名を変更して表示して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おります。

　 (4)　繰 延 資 産 の 処 理 方 法                　　　社債発行費は支出時に全額費用として処理して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おります。



－27－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】

　 (5)　引 当 金 の 計 上 基 準                

　　　　　　　・　貸 倒 引 当 金       　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えて、個別の債権

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　については回収可能性を検討し回収不能見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を、残りの債権については過去の貸倒経験率に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より計上しております。

　　　　　　　・　製品保証引当金　　　　　　一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対する修理費に充てるため、売上高基準により

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計上しております。

　 (6)　リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法                　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計処理によっております。

　 (7)　消 費 税 等 の 会 計 処 理                　　　税抜方式によっております。

  2.　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　１２1,６２９百万円　　　１１6,９５１百万円

　3.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　（繰延税金資産）　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　・　棚 卸 資 産          　　　　　4,００７百万円　　　　　4,００６百万円

　　　　　　・　貸 倒 引 当 金          　　　　　2,９２９百万円　　　　　2,９８０百万円

　　　　　　・　減 価 償 却 費          　　　　　6,０４９百万円　　　　　5,０６２百万円

　　　　　　・　繰 越 欠 損 金          　　　　　　　　－百万円　　　　　4,８５０百万円

　　　　　　・　そ の 他          　　　　　1,９４４百万円　　　　　　９７５百万円

　　　　　　　　繰 延 税 金 資 産 合 計          　　　　１4,９３１百万円　　　　１7,８７４百万円

　　　　（繰延税金負債）

　　　　　　・　買換資産圧縮積立金          　　　　△1,９９９百万円　　　　△2,０７３百万円

　　　　　　・　そ の 他          　　　　　△１５７百万円　　　　　　△１８百万円

　　　　　　　　繰 延 税 金 負 債 合 計          　　　　△2,１５６百万円　　　　△2,０９２百万円

　　　　　　　　繰延税金資産の純額          　　　　１2,７７５百万円　　　　１5,７８２百万円

　4.　当期において、従来、有価証券として保有しておりました (株)東京三菱銀行他８銘柄

　　　（１2,６３６百万円）を、所有目的の変更により投資有価証券に振り替えております。

　5.　保 証 債 務 等      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　・　保 証 債 務          　　　　２9,７９６百万円　　　　３5,４８６百万円

　　　　　　・　輸 出 手 形 割 引 高          　　　　２7,７６０百万円　　　　２3,４５９百万円

　6.　自己株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　6,６５８株　　　　　　　2,４０７株



－28－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】

　7.　リ ー ス 取 引      

　 (1)　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期
　　　「機械装置及び工具器具備品等」

　　　　①　取 得 価 額 相 当 額           　　　　 　１0,５９６百万円　　　　１1,０７２百万円

　　　　　　減価償却累計額相当額           　　　　 　　5,２５６百万円　　　　　4,７３１百万円

　　　　　　期 末 残 高 相 当 額           　　　　 　　5,３４０百万円　　　　　6,３４１百万円

　　　　②　未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　１年内　　　　　2,０５６百万円　　　　　2,１８１百万円

　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　　3,２８４百万円　　　　　4,１５９百万円

　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　5,３４０百万円　　　　　6,３４１百万円

　　　　③　支払リース料（減価償却費相当額）　2,１９４百万円　　　　　2,８２２百万円

　　　※　・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に

　　　　　　 よって算定しております。

　　　　　・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。

　 (2)　オペレーティング・リース取引

　　　　　　未 経 過 リ ー ス 料          　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　　　　　　　　　　１年内　　　　　　５２５百万円　　　　　　５２５百万円

　　　　　　　　　　　　　　　１年超　　　　　　３５０百万円　　　　　　８７５百万円

　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　　　８７５百万円　　　　　1,４００百万円

　8.　研究開発費の総額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　　　　　　　　前　期

　　　　　　・　一般管理費に含まれる　　　　１7,２９７百万円　　　　１8,５０２百万円
　　　　　　　　研究開発費



－29－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】

　　　　　　　　　　　　利　　益　　処　　分　　案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：百万円）

  　　　　摘  　  　　  要
      当  　　期

  自平成11年４月 1日

  至平成12年３月31日

  　　前　　  期

  自平成10年４月 1日

  至平成11年３月31日

 　　当 期 未 処 分 利 益             

 　　海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額              

 　　特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額             

 　　買換資産圧縮積立金取崩額             

 　　　5,０２４

 　　　　　　０

 　　　　　　３

 　　　　１０２

 　　　3,４８２

 　　　　　　０

 　　　　　　３

 　　　　１２０

  　      合            計  　　　5,１３１  　　　3,６０７

 　　　こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。                          

 　　利 益 準 備 金             

 　　株 主 配 当 金             

 　　　　（ １ 株 に つ き ）        

 　　役 員 賞 与 金             

 　　　（ う ち 監 査 役 分 ）          

 　　買 換 資 産 圧 縮 積 立 金             

 　　圧 縮 未 決 算 積 立 金             

 　　次 期 繰 越 利 益             

 　　　　　９６

 　　　　９２４

 　　（２円50銭）

 　　　　　３０

 　　  　 (　３ )

 　　　　１９５

 　　　3,８８５

 　　　　１１１

 　　　1,１０９

 　　　　（３円）

 　　  　 (　   )

 　　　1,０１６

 　　　1,３７０

  　　　  合            計  　　　5,１３１  　　　3,６０７

（注）1.　平成１１年１２月９日に９２４百万円（１株につき２円５０銭）の中間配当を

　　　　  実施いたしました。

　　　2.　海外投資等損失準備金、特別償却準備金、買換資産圧縮積立金及び圧縮未決算

　　　　　積立金は、租税特別措置法の規定に基づいたもので、税効果会計考慮後のもの

　　　　　であります。



－30－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【個別】

　　　　　　　　　　品　　目　　別　　売　　上　　高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 部  門  　品　　　目
 　　　当　　　期
 　自平成11年４月 1日
 　至平成12年３月31日

 　　　前　　　期
 　自平成10年４月 1日
 　至平成11年３月31日

 　前 期 比      

 映　像  　カ　メ　ラ  　　１０4,７２１

 　　（  33.9 % )

 　　　９1,９３１

 　　（  36.4 % )

 　１１3.９ ％

 眼  鏡  　眼 鏡 製 品      　　　１3,８８２

 　　（   4.5 % )

 　　　１6,６０４

 　　（   6.6 % )

 　　８3.６ ％

 半導体関連機器  　　１５6,７１８

 　　（　50.8 % )

 　　１０9,３８７

 　　（　43.3 % )

 　１４3.３ ％

 顕微鏡・測定機  　　　２1,４１７

 　　（　 6.9 % )

 　　　２1,３４８

 　　（　 8.5 % )

 　１０0.３ ％

  測 量 機 他       　　　１1,８６３

 　　（　 3.9 % )

 　　　１3,２２４

 　　（　 5.2 % )

 　　８9.７ ％

 機  器

  　小　　計  　　１８9,９９９

 　　（　61.6 % )

 　　１４3,９６０

 　　（　57.0 % )

 　１３2.０ ％

 　　　　　計  　　３０8,６０４

 　　（ 100.0 % )

 　　２５2,４９５

 　　（ 100.0 % )

 　１２2.２ ％

 　　国　　　　　内  　　１０1,８９４

 　　（　33.0 % )

 　　　９8,２６１

 　　（　38.9 % )

 　１０3.７ ％

 　　輸　　　　　出  　　２０6,７０９

 　　（　67.0 % )

 　　１５4,２３４

 　　（　61.1 % )

 　１３4.０ ％

　　　　　　　　　　　　　　役　員　の　異　動

　　　　　　該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。                




